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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

柏原市まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

大阪府柏原市 

 

３ 地域再生計画の区域 

大阪府柏原市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本市の総人口は 1995年の 80,303人をピークに減少に転じ、2015年に行われた国

勢調査では、71,112 人まで減少している。住民基本台帳によれば 2021 年８月末に

おいて 67,914人となっている。国立社会人保障・人口問題研究所の将来推計による

と、今後、人口は急速に減少を続け、2045 年には 43,697 人まで減少すると予測さ

れている。 

年齢３区分別人口の推移をみると、年少人口は 1980 年の 18,062 人、生産年齢人

口は 1995年の 58,201人をピークに減少が続いており、2015年には年少人口は 8,674

人（総人口の約 12%）、生産年齢人口は 43,343人（総人口の約 61%）となっている。

一方で、老年人口は、1980年の 4,784人から増加が続いており、2015年には 18,719

人（総人口の約 26%）となった。今後は、2020 年まで老年人口の増加は続き、その

後、微増微減しながら維持し続ける一方、年少人口、生産年齢人口は大幅に減少す

る見込みである。 

自然動態をみると、死亡数は 1990年の 465 人から 2019年には 741人と増加し、

出生数は 1990年の 879人から 2019年には 421人へと減少しており、2008年から自

然減が拡大している。2019年には▲320人の自然減となっている。 

社会動態では、男性で 15～19歳→20～24歳、女性で 10～14歳→15～19歳におい 

て転入超過となっているものの、男性・女性とも 20～24 歳→25～29 歳において大

幅な転出超過となっている。1997年以降社会減が続いており、2019年には▲289人
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の社会減となっている。これらの動向は、学校の入学や卒業が大きく影響している

と考えられ、特に大幅な転出超過は、大学卒業に伴う就職が要因と推測している。 

このように、人口減少・少子高齢化が進行している本市では、更なる地域の担い

手不足と地方経済の縮小が懸念される。 

そのため、これらの課題に対応し、目指すべき将来像である「選ばれるまち柏原」

の実現に向け、本計画期間中、次の４つの基本目標に基づく地方創生の取組みを推

進していく。 

・基本目標１ 子育て環境ナンバーワンのまち かしわら 

・基本目標２ 働きやすいまち かしわら 

・基本目標３ 住んでみたい、住み続けたいまち かしわら 

・基本目標４ 暮らしやすいまち かしわら 

 

【数値目標】 

５－２の

①に掲げ

る事業 

ＫＰＩ 
現状値 

（計画開始時点） 

目標値 

（2024年度） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

ア 
子育て支援の満足度 3.41 3.66 

基本目標１ 
教育指導の満足度 2.98 3.53 

イ 
若者の市内雇用者数の割

合 
29.1% 33.1% 基本目標２ 

ウ 

「住み続けたい」と答え

る人の割合 
83.8% 87.0% 

基本目標３ 
市内への転入者 2,267人 2,380人 

市外への転出者 2,556人 2,407人 

エ 

「住みやすい（暮らしや

すい）と答える人の割合」 
28.0% 37.7% 

基本目標４ 
健康づくりにおける満足

度 
3.53 3.72 
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５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

○ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

柏原市まち・ひと・しごと創生推進事業 

ア 「子育て環境ナンバーワンのまち かしわら」事業 

イ 「働きやすいまち かしわら」事業 

ウ 「住んでみたい、住み続けたいまち かしわら」事業 

エ 「暮らしやすいまち かしわら」事業 

② 事業の内容 

ア 「子育て環境ナンバーワンのまち かしわら」事業 

（若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちへ） 

次世代を担う子どもたちが心豊かに健やかに成長できるよう、また、子

育てする家庭が仕事との両立を図ることができるよう、若い世代が出産

や子育てに希望を持てる地域をつくり、安心して結婚・出産・子育ての

できる環境を整える。 

【具体的な事業】 

・妊娠・出産包括支援事業 

・幼・小・中一貫教育推進事業   等 

イ 「働きやすいまち かしわら」事業 

（柏原市における安定した雇用を創出する） 

働く意欲のある人誰もが身近な地域で働くことができるよう、雇用の創

出に努める。 

【具体的な事業】 

・柏原まち・ひと・しごと net事業 

・地域農政推進対策事業 
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・地域就労支援事業  等 

ウ 「住んでみたい、住み続けたいまち かしわら」事業 

（柏原市への新しいひとの流れをつくる） 

少子高齢化等の影響による人口の減少や高齢化率の上昇が顕在化してい

ることから、若者を中心とした、移住・定住へとつながる流れの構築や

学生の定住に向けた取組を推進し、地域の活力向上を図る。 

【具体的な事業】 

・日本遺産を通じた観光・産業振興 

・着地型・体験型観光コンテンツの開発 

・市内大学との連携事業  等 

エ 「暮らしやすいまち かしわら」事業 

（時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地

域を連携する） 

多様な交通手段の提供により、利用者の利便性を確保する。そして、多

世代交流の場を設け、地域コミュニティの活性化を図る。 

【具体的な事業】 

・コミュニティバス運行事業 

・防災対策事業 

・自治振興事業  等 

 ※なお、詳細は第２期柏原市まち・ひと・しごと創生総合戦略のとおり。 

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標(ＫＰＩ)） 

４の【数値目標】に同じ。 

④ 寄附の金額の目安 

1,490,000千円（2021年度～2024年度累計） 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

毎年度７月頃外部有識者による効果検証を行い、翌年度以降の取組みに反

映する。検証後、速やかに柏原市ＷＥＢサイトで公表する。 

⑥ 事業実施期間 

地域再生計画の認定の日から 2025年３月 31日まで 
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６ 計画期間 

地域再生計画の認定の日から 2025年３月 31日まで 


